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研究解説

棒部材の構造安定問題
― 梁と柱と梁柱の違い―

当 麻 庄 司

Structural Stability of Bar Members
― Differences in Beam,Column and Beam-Column―

Shouji Toma

１．まえがき

構造物によく用いられる棒部材には，柱，梁そ

して梁柱がある．柱は軸方向圧縮力を受ける部材，

梁は曲げを受ける部材，そして梁柱は軸方向圧縮

力と曲げの両方を受ける部材と定義される．この

ことからは，梁柱は単純に梁と柱を合わせた部材

のようにも見られるが，そうではない．梁柱では

軸方向圧縮力と曲げモーメントが相乗作用をする

ので，単純に梁と柱を重ね合わせた挙動とはなら

ない．また，柱と梁柱は２次元問題として扱われ

るので比較的単純であるのに対し，梁の安定問題

はねじりが作用する３次元問題として扱われ，最

も複雑である．これらの部材の安定問題を考慮し

た耐荷力の研究は，それぞれ性格が異なる部材と

して別々に行われてきた．

構造解析における非線形性は，材料的非線形と

幾何学的非線形に分かれる．材料的非線形は，構

造解析において最も基礎となる応力―ひずみ関係

を比例ではない非線形として取り扱う．この場合，

部材断面や部材（または構造物全体）の力―変形

関係は，コンピューターを力任せに利用した数値

積分によってしか得ることができない．

一方，幾何学的非線形は，部材や構造物の変形

による２次モーメントを考慮した解析である．こ

こでは材料を線形として扱うため，単純な荷重に

対して微小変形の範囲内と仮定すれば厳密な解が

得られる．これらの厳密解は式がかなり複雑にな

るが，いくら複雑でも厳密解が得られる限り，現

在ではコンピューターによる計算を簡単に行うこ

とができる．しかし，実務の設計ではこのような

複雑な式は扱いづらいので，簡略化した設計式が

設計基準に提案されている．

構造物の座屈安定問題は，土木学会や建築学会

でよくまとまった文献が発刊されており ，ま

た，多くの参考図書や教科書も存在する ．ここ

では，そのうち棒部材である柱と梁と梁柱の３部

材間の座屈安定問題について，上に述べたような

事項をさらに詳しく解説し，設計基準 の理解

の一助とする．

２．柱の安定

2.1 柱の支配方程式

柱は，ある値に到達すると座屈によって曲がる．

部材が完全にまっすぐで，ちょうど部材軸の中心

に軸方向圧縮力が作用してもはたして部材は座屈

で曲がるのか，この質問を学生にすると半数ほど

は曲がらないと答える．しかし，図－１に示す不

安定領域の曲面上にあるボールが，いかに曲面が

完全であっても落ちてしまうように，座屈は起こ

るのである．通常は力の作用方向に部材は変形す

るから，軸方向に力が作用するとその方向にのみ

変形すると思われがちである．柱の座屈のように，

曲げる力が働いていないのに曲がることのイメー

ジが一般にはつかみ難い．この錯覚から，実際に

よく事故も起こっている．

構造物は完成時を想定して設計されているの

で，完成後には容易に壊れないが，建設途中では
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様々な状況が起こり得るので，座屈の危険性が見

逃されやすい．杭打ち機やジャッキの転倒事故な

ども構造安定問題の一つで，これらは水平力がな

くまっすぐに立っていれば傾かないと考えがちで

あるが，支持基盤が軟らかいと図－１の概念図の

不安定領域で示したように不安定になるのであ

る．杭打ち機やジャッキの転倒条件は，重心の高

さと支持基盤の剛性から決まる．

柱の安定は，荷重がある値（固有値）になると

座屈する固有値問題として扱われる．その支配方

程式は図－２に示す釣り合い状態から次の微分方

程式で表される．

＋ ＝0 ⑴

上式を満足する荷重 を解いて得られた固有

値の最小は，周知の次式で与えられる．

＝
π

⑵

上式は約260年も前にオイラーにより導かれ，

弾性座屈荷重を与えるものである．

2.2 柱の設計

式⑴を発見したオイラー（Euler）の時代には，

人々はこの理論の正当性をなかなか信じられな

かった．それは，材料非線形との関係が解明され

なかったからである．式⑴をみるとわかるように，

部材の長さ が小さくなると座屈荷重は無限大

に近づく．部材が無限の強さをもつことは，実際

の現象とは相容れないため理解されなかったので

あるが，これは座屈よりも先に材料が降伏してい

ること，すなわち材料が非線形領域に到達してい

ることの理解が不足していたのである．

式⑴は図－３に示す応力―ひずみ関係にフック

の法則が成り立つ範囲内でしか成立しない．とこ

ろが，実際には材料の強度には限界があり，その

強度の基準として降伏応力度σがとられる．式

⑴の EI は曲げ剛性である．したがって，座屈は曲

げ剛性 EI の最も小さい方向に起こることがわか

る．それでは，なぜここに円周率πが関係するの

であろうか．その理由は，座屈する部材がサイン

波の形状に曲がることからくる．

柱部材の実際の強度は，弾性理論のオイラー荷

重や材料の降伏強度だけでは決まらない．現実の

部材には初期不整とよばれる不完全性が含まれて

おり，図－４の耐荷力曲線で示すように，これら

の理論的強度を低下させる．柱の初期不整として

は，初期たわみと残留応力がある．これらは，部

材の製造過程で溶接等により生まれるものであ

る．

わが国の鋼構造設計は，主として許容応力度設

計法により行っているので，柱の安全照査は作用

応力度が許容応力度を超えないようにする．軸圧

縮許容応力度は，図－５の設計曲線に示すように，
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図－１ 安定の概念図

⒝⒜

図－２ 柱の力の釣り合い 図－３ 応力－ひずみ曲線
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図－４の耐荷力曲線を応力度で表し，それを安全

率で除して用いる．

３．梁柱の安定

3.1 梁柱の支配方程式

梁柱は，図－６に示すように，部材に軸方向圧

縮力と曲げモーメントを受ける．この問題では，

x－yの平面問題として取り扱い，面外方向の変形

は考えない．また，図－10に示すような局部座屈

も考慮しない．これらの要素を含めると解析解が

得られにくいので，一般に梁柱の解析では考えな

い．

梁柱の支配方程式は，例えば図－６の下段に示

すように，両端に等曲げモーメント を受ける

場合，次の式で表される．

＋ ＝－ ⑶

上式は柱の支配方程式⑴に比較して，右辺に曲

げモーメントの荷重項が存在し，この式の解は応

力―ひずみ関係（図－３参照）が線形である限り

厳密解が求められる．

柱は，梁柱において曲げモーメント M が作用

していない特殊なケースとみなすことができる．

そのように考えると，柱も梁柱の中に含めること

ができる．

3.2 梁柱の重ね合わせの原理

梁と梁柱の違いを理解するために，重ね合わせ

の原理について考えてみよう．線形解析において

梁に複数の横荷重が作用する場合，個々の荷重に

よる断面力やたわみを単純に加え合わせればよ

い．しかし，梁柱の場合は図－７に示すように，

個々の横荷重に対して，軸圧縮荷重 P は常に作用

しているものとして重ね合わせをしなければなら

ない．梁柱においては，微小変形と材料の線形を

仮定する限り，このように軸力による２次モーメ

ントを常に考慮しながら，個々の単一荷重に対す

る梁柱の解を重ね合わせることができる．

3.3 梁柱の設計

骨組み構造物の鉛直部材は，すべて軸圧縮力と

曲げモーメントが作用する梁柱とみなすことがで

きる．水平方向の部材は，通常軸力が小さいので

梁部材とみなされる．わが国における梁柱の設

計は，米国の設計基準 にならうところが大き

く，以下その説明になる ．

骨組み構造物の一部材を取り出すと，部材の中

間に荷重が作用しないとすれば，図－８⒜に示す

ような両端に不等曲げモーメントを受けている部

棒部材の構造安定問題 (当麻)

図－４ 柱の耐荷力曲線（荷重）

図－５ 柱の設計曲線（応力度）

図－６ 梁柱部材
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材とみなすことができる．この部材の最大曲げ

モーメントは部材のどこか中間に生じることが

あっても，厳密な解として求めることができる．

設計においてはこの最大曲げモーメントに抵抗で

きるようにする．この厳密解の式は複雑であるの

で，設計ではこれを簡略化する．

簡略化の手順は，図－８⒝に示すように，不等

端モーメント ， ＞ を同じ最大曲げ

モーメントになるような両端の等価モーメント

に置換することによって行われる．この等価

換算曲げモーメントは，次式で算出される ．

＝C ⑷

ここに，等価曲げモーメント換算係数C の厳

密解は，図－９の曲線で示すように，横軸 /

に対して軸力 で異なる曲線となる．

この厳密解は設計には使いづらいので，簡略化

したAustinによる直線式が図－９に示されてお

り，それは次式で表される．

C＝0.6＋0.4 / ⑸

ただし，－1＜ / ＜1

上式に下限値の制限 C＞0.4を設けたもの

が，わが国の道路橋設計示方書 等の設計基準で

用いられている．この下限値の制限は，図－９を

みると理論的には不要であると判断される．こう

して，等価曲げモーメント が求まると，最大

曲げモーメント はこれに軸力 による増

幅係数 を乗じて得られる．

＝ ⑹

＝
1

1－
⑺

式⑺から，作用軸力 がオイラー 荷重（式

⑵）に近づくと，増幅係数は無限大になることが

わかる．すなわち，軸力がオイラー荷重になれば，

軸力だけで座屈することになる．梁柱の設計は，

このようにして求めた最大曲げモーメントと軸力

に抵抗できるように行われる．

⒝⒜

図－８ 不等端曲げモーメントを受ける梁柱の等価換算曲げモーメントの概念

図－９ 梁柱の等価換算曲げモーメント
算出式の比較
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図－７ 梁柱の重ね合わせの原理



４．梁の安定

4.1 梁の支配方程式

梁の理論的な安定問題は，通常図－10に示すよ

うな上フランジやウェブの局部座屈は考慮しない

で，全体座屈が生じるものとして扱われる．した

がって，梁の設計ではこれらの局部座屈が生じな

いように板厚の決定や補剛材の取り付けが行われ

る．

梁の全体座屈は図－11に示すように，強軸に関

して曲げを受けるとき圧縮フランジが横方向（弱

軸方向）に倒れる現象となる．したがって，部材

にはねじりを伴い，また面外方向の変位が関係す

る３次元問題となる．この座屈は，弱軸に曲げを

受けるときには生じない．

梁の座屈変形時におけるねじり抵抗の式は，部

材のねじり抵抗（純ねじり） とフランジの曲げ

抵抗（そり） の二つの部分からなり，次式のよ

うに表される．

＝ ＋ ＝
φ
－

φ
⑻

ここに， はねじり剛性， はそり剛性であ

る． ， は，それぞれせん断弾性係数および縦弾

性係数（ヤング率）で，材料の性質である． ，

は，それぞれねじり定数およびそり定数で，断面

の性質である．φは図－12に示すように，ねじり

による部材断面の回転角である．

純ねじりは図－13に示すように，丸棒では均等

なねじりが生じ，Ｉ型断面では断面のそりに対す

る抵抗がない状態でのねじりをいう．それに対し

て，そりねじりは図－14に示すように，そり（反

図－11 横倒れ座屈 図－12 両端単純支持梁の横倒れ座屈

⒝ 腹板の局部座屈⒜ 上フランジの局部座屈

図－10 梁の局部座屈
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図－13 純ねじり 図－14 そりねじり



り）を拘束することによって生じるフランジの曲

げ抵抗である．

梁が図－12に示すように両端に等モーメント

を受けるとき，支配方程式は次式のようになる．

φ
－

φ
＋ φ＝0 ⑼

ここに，φは部材の回転角である．上式は，これ

までみてきた柱や梁柱の支配方程式に比べて複雑

であるが，これを解くと部材の両端に等モーメン

トが作用する場合の座屈モーメント が求め

られる．

4.2 梁の設計

このようにして，梁の場合も梁柱と同様に，図－

12に示すような等しい端モーメントが作用して

いる場合の座屈モーメントの厳密解 が存在

する．そして，実際の構造物のように両端に不等

端モーメント ， ＞ が作用する場合

は，やはり梁柱のときと同じように換算係数C

を用いて等価な等端モーメント を求める．

＝C ⑽

このときの換算係数C は，当然ながら梁柱の

場合の式⑸とは異なり，図－15に示すようにな

る．理論値は図－15の斜線部の範囲内にあるが，

これを近似するために２つの近似式が同図中に示

されている．ここでも，梁柱と同様にAustinの直

線式が理論値をよく近似できるが，ここでは梁柱

の場合と違ってC の下限値の制限 C＞0.4が

必要であることがわかる．このように，梁と梁柱

において同じような等価モーメント換算係数C

が用いられ，しかもそこでは同じAustin式が設

計に用いられているが，両者はまったく異なる意

味をもっていることに注意を要する．

５．道路橋示方書の問題点

設計基準における許容曲げ圧縮応力度σ は，

本来この等価な等曲げモーメント に対して定

められている．したがって，不等端モーメントが

作用する場合には，この許容曲げ圧縮応力度を次

式により割り増しするのが，合理的である．

σ ＝ ＜σ ’＝σ

設計では，上式で示すように，不等端モーメン

トの大きい方である による作用曲げ圧縮応力

度（左辺）が，許容値σ ’（右辺）を超えないよう

にして行われてきた．しかし，道路橋示方書では

昭和55年の改定から次式のようになった．

σ ＝ ＜σ

すなわち，作用応力度σ の算定おいて，これま

での作用曲げモーメント の代わりに等価モー

メント が用いられるようになった．式 と

の比較において，これらの式は梁の設計において

は同等であるので問題が生じないが，これを梁柱

の設計と組み合わせることで問題が生じてくる．

表－１に道路橋示方書における座屈安定照査式

の変遷を示すが，これによると昭和48年までは梁

の横倒れ座屈に対する許容応力度の割増しであっ

たのが，昭和55年に梁柱の曲げモーメント（作用

応力度）を低減すると同時に付加２次モーメント

を考慮することに変わっていることがわかる．す

なわち，昭和55年以降，軸圧縮力が作用する場合，

〝梁柱"の式⑹と⑺を用いて〝梁"の作用応力度σ

（式 ）を増幅するようになった．式⑺の増幅係数

が，表－１の昭和55年では応力度の形で用いられ

ているのである．ここにおいて，梁柱の等価モー

メント換算係数C（式⑸）と梁の等価モーメント

換算係数（式⑽におけるC）が，同じAustin式を

用いているための混同が行われるようになった．

これらの等価モーメント換算係数は，本来別々に

扱われるべきものである．これに関する詳しい論

点については，文献 を参考にされたい．

６．まとめ

棒部材は，構造力学的にみると作用力および座

屈安定問題から，梁，柱そして梁柱の３種類に分
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図－15 梁部材の等価換算曲げモーメント
算出式の比較



けられる．ここでは，それらの違いを理論的およ

び設計的な観点から論じた．多くの大学の学部で

はこの内，柱の安定問題しか扱っておらず，梁や

梁柱の安定問題は大学院のレベルになる．しかし，

実務の設計基準では，もちろんこれらの要素を取

り入れた規定が設けられており，実務者はその基

礎的知識を要求される．技術者の構造安定問題に

関する認識不足から，実際に事故が起こっている

ケースが見受けられる．現在において，構造技術

者が実務を行っていく上で，大学学部の知識では

不十分であることの最たる部分であろうと思われ

る．

構造技術に関する知識は，広範でしかもすべて

密接に関連している．構造安定，線形と非線形解

析，有限要素法，静的解析と動的解析，板構造と

殻構造，骨組み構造，平面ひずみと平面応力，弾

性設計と塑性設計，von-MisesとTrescaおよび

Mohr-CoulombとDruker-Pragerの降伏条件，

鋼材とコンクリートの構成則，等々様々な構造工

学用語があるが，これらがどのようにリンクして

いるのかを実務を通じて理解するのは難しい．大

抵の場合，実務で10年も経験すればその道のかな

りのエクスパートになれるが，構造工学分野では

これらの断片的な知識を得ることができても，総

合的なリンクの理解が困難なためにいつまでたっ

ても不十分な知識のままになることが多い．構造

技術者として十分な知識を得るには，これらの構

造工学用語に関する大学院での基礎的な学問の習

得が不可欠であるとういうのが，私の経験である．
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表－１ 座屈安定照査式に関する規定の変遷（道路橋示方書)

示方書 座屈安定照査式

梁

による
σ の割増し

梁柱

による
σ の低減

付加曲げモー
メントの影響

昭和39年
σ
σ
＋

σ
σ

1

σ＋σ σ
× × ×

昭和47年 σ
σ
＋
σ
σ

1.0 ○ × ×

昭和48年
σ
σ
＋
σ
σ

1.0 ○ × ×

昭和55年
σ
σ
＋

σ

σ 1－
σ
σ

＋
σ

σ 1－
σ
σ

1 × ○ ○

○：考慮 ×：考慮せず
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